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令和２年 10 月 30 日 

特定空家等に対する勧告について 
（建設部まちづくり課） 

 

1. 要旨 

当該物件は、昨年度の協議会において空家法第２条第２項に定める「特定

空家等」に該当することについて意見交換した。その後、令和元年 11 月 19

日付けで市長が「特定空家等」に認定、同法第 14 条第 1項に基づき建築物の

除却または改修を「助言・指導」したが、措置の期限（令和２年３月 31 日）

を過ぎても対応がない。 

まちづくり課では、令和２年３月に所有者と面談（司法書士が同行）し、

措置の内容を直接説明した。その後、本人が法テラスへ相談、弁護士を通じ

て土地の抵当権解除を進めているものの、確実性が担保できないことから、

今後、同条第 2項の規定に基づき「勧告」を行いたい。 

 

2. これまでの経緯 
平成 27 年度 区調査で報告を受ける、現場調査の結果「空家等」と判定 

平成 28 年度 地元区より要望書、指導文書発送するが宛先不明、空家法に基づき

関係機関へ所在調査した結果、所在地判明、指導文書発送①② 

平成 29 年度 地元区より要望書、パトロール・指導文書発送③ 

平成 30 年度 地元区より要望書、パトロール・指導文書発送④⑤⑥ 

令和元年４月 地元区より要望書、パトロール・指導文書⑦⑧⑨ 

10 月 令和元年度第１回空家等対策協議会で、特定空家等に認定するこ

とについて協議 

11 月 「特定空家等」に認定、助言・指導 

令和２年１月 パトロール・指導文書⑩ 

２月 訪問（司法書士による権利関係調査に同行） 

４月 パトロール・指導文書⑪ 

    ７月 パトロール・指導文書⑫ 

    10 月 パトロール・指導文書⑬ 

 

3. 特定空家等に対する措置の流れ 

 
 

4. 勧告を受けた場合の影響 

 勧告を受けた場合、地方税法に基づき、翌年度より土地の固定資産税に係

る住宅用地特例（住宅用地に対する固定資産税について 200 ㎡以下の部分を

1/6、200 ㎡を超える部分を 1/3 に軽減する制度）が解除される。 
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【参考：特定空家等に対する措置の流れ（詳細）】 

 

裾野市空家等対策計画（2020 年３月）より 
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【令和２年 10 月５日撮影】 

 
【令和２年 10 月５日撮影】 
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